
生活拠点形成事業計画　生活拠点形成事業等

有 設置の時期：

うち、福島県等
以外の者が負
担する額を減じ
た額

(0) (0) (0)

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(2,068,370) (2,068,370) (694,786) (330,888) (1,042,696) (0) (0)

＜2,068,370＞ ＜2,068,370＞ ＜694,786＞ ＜330,888＞ ＜1,042,696＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(13,824) (13,824) (5,400) (8,424)

＜13,824＞ ＜13,824＞ ＜0＞ ＜5,400＞ ＜8,424＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(222,245) (222,245) (28,009) (34,664) (82,731) (76,841) (0)

70,965 70,965 70,965

＜293,210＞ ＜293,210＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜28,009＞ ＜34,664＞ ＜82,731＞ ＜76,841＞ ＜70,965＞

(30,340) (30,340) (4,099) (5,087) (11,071) (10,083) (0)

9,184 9,184 9,184

＜39,524＞ ＜39,524＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜4,099＞ ＜5,087＞ ＜11,071＞ ＜10,083＞ ＜9,184＞

(244,500) (126,250) (8,000) (118,250) (118,250)

0

＜244,500＞ ＜126,250＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜8,000＞ ＜118,250＞ ＜118,250＞ ＜0＞ ＜0＞

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(2,579,279) (2,579,279) (694,786) (336,288) (1,091,228) (158,001) (212,052) (86,924) (0)

80,149 80,149 0 0 0 0 0 80,149

＜2,659,428＞ ＜2,659,428＞ ＜694,786＞ ＜336,288＞ ＜1,091,228＞ ＜158,001＞ ＜212,052＞ ＜86,924＞ ＜80,149＞

(2,579,279) (2,579,279) (694,786) (336,288) (1,091,228) (158,001) (212,052) (86,924) (0)

80,149 80,149 0 0 0 0 0 80,149

＜2,659,428＞ ＜2,659,428＞ ＜694,786＞ ＜336,288＞ ＜1,091,228＞ ＜158,001＞ ＜212,052＞ ＜86,924＞ ＜80,149＞

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(2,565,455) (2,565,455) (694,786) (330,888) (1,082,804) (158,001) (212,052) (86,924) (0)

80,149 80,149 0 0 0 0 0 80,149

＜2,645,604＞ ＜2,645,604＞ ＜694,786＞ ＜330,888＞ ＜1,082,804＞ ＜158,001＞ ＜212,052＞ ＜86,924＞ ＜80,149＞

(13,824) (13,824) (0) (5,400) (8,424) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

＜13,824＞ ＜13,824＞ ＜0＞ ＜5,400＞ ＜8,424＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県

桑折町

（注１）　「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）　「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）　「総交付対象事業費」は、「交付期間」を通じての全ての事業費を記載する。ただし、復興交付金の交付を受けた災害公営住宅事業等がある場合は、交付期間にかかわらず、当該事業費を含める。
（注４）　「全体事業費」は、「全体事業期間」を通じての全ての事業費を記載する。
（注５）　居住制限者のための災害公営住宅整備事業等として復興交付金の交付を受けた事業については、復興交付金事業計画に記載された当該災害公営住宅整備事業等の総交付対象事業費を記載する。
　　　　　その場合は、「総交付対象事業費」欄及び「各年度の交付対象事業費」欄は空欄とする。
（注６）　「全体事業期間」は、平成29年度以降に実施することが見込まれる事業については、平成29年度以降も含めて記載をする。
（注７）　年度間調整又は事業間流用を行った場合には、「備考」に年度間調整又は事業間流用を行った旨、その時期及び額を記載する。なお事業間流用を行う場合には、流用する（流用される）事業名も合わせて記載する。
（注８）　担当者氏名等は県及び市町村の担当者を並べて記載する。
（注９）　上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注１０）各年度の交付対象事業費（中段）のうち、様式１－４で提出された年度の値が配分（申請）に係る交付対象事業費となる。

30

基金型【他事業より流用】（平成29年8月1日）
流用元：A-1-1災害公営住宅整備事業
流用額：69,037千円（国費55,229千円）
流用後交付対象事業費：69,037千円（国費55,229千円）

machisuishin@town.koori.lg.jp

合　　 計

（うち市町村交付分）

（ う ち 県 交 付 分 ）

担当部局名 大槻伸弘

（単位：千円）

～ 1

～ 28

直接 293,210

39,524

桑折町

桑折町

～ 28

基金型【他事業へ流用】（平成29年8月1日）
流用先：◆A-1-1-2災害公営住宅関連広場整備事業
流用額：63,119千円（国費55,229千円）
流用後交付対象事業費：2,005,251千円（国費1,754,592千円）

桑折町 直接 126,250 27

平成29年度 平成30年度

69,037 29

2

各年度の交付対象事業費

平成25年度 平成26年度 平成27年度

全体事業
期間

（注６）
No. 事業名

（注２）
地区名
施設名

事業
実施
主体

直接／間接

桑折町 町 桑折町 直接

交付
団体

備　考（注７）

105,851

復興交付金の
交付を受けた
災害公営住宅
整備事業等の
総交付対象事

業費
（注５）

1 ～ 25

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注４）

241 -

（様式１－２）

直接

桑折町 直接

13,824 26

基金設置の有無：

1 災害公営住宅整備事業

-

事業番号
（注１）

A

30

平成25年12月

4 災害公営住宅家賃低廉化事業 桑折町 町

A

-

-

-

3 1◆ A

A

桑折町

-

災害公営住宅入居者専用駐車場整備事業 桑折町 町

電話番号

まちづくり推進課都市整備係

5 東日本大震災特別家賃低減事業 桑折町 町

市町村名

道路改良事業（町道2009号線外2路線）

都道県名

024-582-2124

（ う ち 基 幹 事 業 ）

（うち避難者支援事業
等 ）

6 桑折町 町

1

F -

　　　　

1 -

2 -

3 - 1

1 - 29

1

1

1

単年度型

～

基金型～

～

25

令和元年10月時点

基金型

単年度型30

7 ◆ A - 1 - 1 - 2 災害公営住宅関連広場整備事業 桑折町 町 桑折町 直接

令和元年度平成28年度

担当者氏名

メールアドレス

A - 1 - 1 災害公営住宅整備事業 桑折町 町 桑折町 直接 2,005,251

mailto:machisuishin@town.koori.lg.jp


平成25年度 生活拠点形成事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(694,786) (694,786) (607,937)

＜694,786＞ ＜694,786＞ ＜607,937＞

(694,786) (694,786) (607,937) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜694,786＞ ＜694,786＞ ＜607,937＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

桑折町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

合計額

都道県名 担当部局名 地域整備課都市整備係 矢吹　大介

市町村名 電話番号 024-582-2127 chiiki@town.koori.fukushima.jp

         

      

 

      

   

  

       

     

         

          

    

2   A  ―   1

   

  1    町  桑折町  直接 3/4

（様式１－４）

桑折町 生活拠点形成事業計画

省庁名：

 ―

  

 災害公営住宅整備事業  桑折町

令和元年10月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考
事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

mailto:chiiki@town.koori.fukushima.jp


平成26年度 生活拠点形成交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(330,888) (330,888) (289,526)

0 0 0

＜330,888＞ ＜330,888＞ ＜289,526＞

(5,400) (5,400) (4,320)

0 0 0

＜5,400＞ ＜5,400＞ ＜4,320＞

(336,288) (336,288) (293,846) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜336,288＞ ＜336,288＞ ＜293,846＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

桑折町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

矢吹　大介

市町村名 電話番号 024-582-2127 chiiki@town.koori.fukushima.jp

合計額

都道県名 担当部局名 地域整備課都市整備係

          

 

      

      

   

 

       

     

             

 ―

 桑折町  直接 3/4

3  ◆  A  ―   1  ―   1

  1    災害公営住宅整備事業  桑折町  町2  A  ―   1  ―

 直接 -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  1  災害公営住宅入居者専用駐車場整備事業  桑折町  町  桑折町

（様式１－４）

桑折町 生活拠点形成事業計画

省庁名： 令和元年10月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

mailto:chiiki@town.koori.fukushima.jp


平成27年度 生活拠点形成交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(1,042,696) (1,042,696) (912,358)

0 0 0

＜1,042,696＞ ＜1,042,696＞ ＜912,358＞

(8,424) (8,424) (6,739)

0 0 0

＜8,424＞ ＜8,424＞ ＜6,739＞

(28,009) (28,009) (24,507)

0 0 0

＜28,009＞ ＜28,009＞ ＜24,507＞

(4,099) (4,099) (3,074)

0 0 0

＜4,099＞ ＜4,099＞ ＜3,074＞

(8,000) (8,000) (6,400)

0 0 0

＜8,000＞ ＜8,000＞ ＜6,400＞

(1,091,228) (1,091,228) (953,078) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜1,091,228＞ ＜1,091,228＞ ＜953,078＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

桑折町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

桑折町 生活拠点形成事業計画

省庁名： 令和元年10月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 ―

 直接 -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  1  災害公営住宅入居者専用駐車場整備事業  桑折町  町  桑折町

  1  

 ―

 桑折町  直接 3/4

3  ◆  A  ―   1  ―   1

  1    災害公営住宅整備事業  桑折町  町2  A  ―   1

 東日本大震災特別家賃低減事業  桑折町  町  桑折町  直接 1/2

3/4

6   A  ―   3  ―   1   

  災害公営住宅家賃低廉化事業  桑折町  町  桑折町  直接5   A  ―   2  ―

      

  1  7   F  ―   1  ―

     

 

 桑折町  直接 6/10  道路改良事業（町道2009号線外2路線）  桑折町  町

      

        

小山　大樹

市町村名 電話番号 024-582-2127 chiiki@town.koori.fukushima.jp

合計額

都道県名 担当部局名 地域整備課都市整備係

mailto:chiiki@town.koori.fukushima.jp


平成28年度 生活拠点形成事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(34,664) (34,664) (30,331)

0 0 0

＜34,664＞ ＜34,664＞ ＜30,331＞

(5,087) (5,087) (3,815)

0 0 0

＜5,087＞ ＜5,087＞ ＜3,815＞

(118,250) (118,250) (94,600)

0 0 0

＜118,250＞ ＜118,250＞ ＜94,600＞

(158,001) (158,001) (128,746) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜158,001＞ ＜158,001＞ ＜128,746＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

桑折町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

桑折町 生活拠点形成事業計画

省庁名： 令和元年10月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 ―

 直接 6/10

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  道路改良事業（町道2009号線外2路線）  桑折町  町  桑折町

 災害公営住宅家賃低廉化事業  桑折町  町  桑折町  直接 3/4

 

 桑折町  直接 1/2

6   F  ―   1  ―   1

  1    東日本大震災特別家賃低減事業  桑折町  町5   A  ―   3

             

      

       

     

 

      

      

        

小山　大樹

市町村名 電話番号 024-582-2124 machisuishin@town.koori.fukushima.jp

合計額

都道県名 担当部局名 まちづくり推進課都市整備係

4   A  ―   2  ―   1   

mailto:chiiki@town.koori.fukushima.jp


平成29年度 生活拠点形成事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(82,731) (82,731) (72,389)

＜82,731＞ ＜82,731＞ ＜72,389＞

(11,071) (11,071) (8,303)

＜11,071＞ ＜11,071＞ ＜8,303＞

(0) (0) (0)

0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(93,802) (93,802) (80,692) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜93,802＞ ＜93,802＞ ＜80,692＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

桑折町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 024-582-2124 machisuishin@town.koori.lg.jp

合計額

都道県名 担当部局名 まちづくり推進課都市整備係 坂田勝則

5   A  ―   3  ―

7  ◆  A  ―   1  ―   1  ―   2

 ―   1

 災害公営住宅関連広場整備事業  桑折町  町  桑折町

 町  桑折町

  1  

 

 桑折町

 直接 -

1/2  東日本大震災特別家賃低減事業  桑折町  町  桑折町  直接

 直接 3/4

4   A  ―   2  ―   1

  1    災害公営住宅整備事業  桑折町  町2   A

基金型【他事業より流用】（平成29年8月1日）
流用元：A-1-1災害公営住宅整備事業
流用額：69,037千円（国費55,229千円）
流用後交付対象事業費：69,037千円（国費55,229千
円）

基金型【他事業へ流用】（平成29年8月1日）
流用先：◆A-1-1-2災害公営住宅関連広場整備事
業
流用額：63,119千円（国費55,229千円）
流用後交付対象事業費：2,005,251千円（国費
1,754,592千円）

（様式１－４）

桑折町 生活拠点形成事業計画

省庁名： 令和元年10月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 ―

 直接 3/4

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  災害公営住宅家賃低廉化事業  桑折町

mailto:chiiki@town.koori.fukushima.jp


平成30年度 生活拠点形成事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(76,841) (76,841) (67,235)

＜76,841＞ ＜76,841＞ ＜67,235＞

(10,083) (10,083) (7,562)

＜10,083＞ ＜10,083＞ ＜7,562＞

(86,924) (86,924) (74,797) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜86,924＞ ＜86,924＞ ＜74,797＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

桑折町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

大槻伸弘

市町村名 電話番号 024-582-2124 machisuishin@town.koori.lg.jp

合計額

都道県名 担当部局名 まちづくり推進課都市整備係

5   A  ―   3  ―   1   桑折町  直接 1/2  東日本大震災特別家賃低減事業  桑折町  町

4   A  ―   2  ―

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

 桑折町  直接 3/4 災害公営住宅家賃低廉化事業  桑折町  町  1   

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

桑折町 生活拠点形成事業計画

省庁名： 令和元年10月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

mailto:chiiki@town.koori.fukushima.jp


令和元年度 生活拠点形成事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

70,965 70,965 62,094

＜70,965＞ ＜70,965＞ ＜62,094＞

(0) (0) (0)

9,184 9,184 6,888

＜9,184＞ ＜9,184＞ ＜6,888＞

(0) (0) (0) (0) (0)

80,149 80,149 68,982 0 0

＜80,149＞ ＜80,149＞ ＜68,982＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

桑折町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

桑折町 生活拠点形成事業計画

省庁名： 令和元年10月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

  1  4   A  ―   2  ―

事業
実施
主体

 桑折町

5   A  ―   3  ―   1  

 直接 3/4  災害公営住宅家賃低廉化事業  桑折町  町

 直接 1/2  東日本大震災特別家賃低減事業  桑折町  町  桑折町

古川亮輔

市町村名 電話番号 024-582-2124 machisuishin@town.koori.lg.jp

合計額

都道県名 担当部局名 まちづくり推進課都市整備係

mailto:chiiki@town.koori.fukushima.jp

